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「家庭的保育の在り方に関する検討会」開催要綱

１ 目 的

家庭的保育事業については、平成 年 月に策定された「新待機児童ゼロ20 2

作戦」において、保育所における保育を補完し、地域の実情に応じた多様な保

育サービスの提供手段として、充実・強化を図り、今後推進することとしてい

る。

さらに、第１７０回臨時国会において児童福祉法が改正され、制度上の位置

付けが行われたところで、平成 年 月 日の施行に向けて、家庭的保育事22 4 1

業の実施基準等の専門的課題について、雇用均等・児童家庭局長が学識者等の

参集を求め、検討を行うこととする。

２ 構 成

( ) 検討会の構成員は別紙のとおりとする。1

( ) 検討会に座長を置く。2

３ 検討事項

( ) 家庭的保育事業の実施基準やガイドラインに関する事項1

( ) その他家庭的保育の制度化に向けて専門的検討を要する事項2

４ 運 営

検討会の庶務は、雇用均等・児童家庭局保育課が行う。

５ その他

この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が雇

用均等・児童家庭局長と協議の上定める。
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